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（趣旨）

第１条 この規則は、探偵業の業務の適正化に関する法律（平成18年法律第60号。以下「法」という。）

及び探偵業の業務の適正化に関する法律施行規則（平成19年内閣府令第19号。以下「府令」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（届出証明書の返納）

第２条 府令第４条第３項及び第４項の規定による探偵業届出証明書の返納は、探偵業届出証明書の

返納届出書（別記様式第１号）により行うものとする。

（身分証明書）

第３条 法第13条第２項に規定する証明書の様式は、別記様式第２号のとおりとする。

（行政処分の上申）

第４条 警察署長は、法第14条の規定により必要な措置をとるべきことを指示すること（以下「指示」

という。）、法第15条第１項の規定により営業の全部若しくは一部の停止を命ずること（以下「営業

停止命令」という。）又は同条第２項の規定により営業の廃止を命ずること（以下「営業廃止命令」

という。）が必要であると認めるときは、行政処分上申書（別記様式第３号）に、証拠書類及び関

係書類を添えて生活安全部生活安全企画課を経由して公安委員会に上申するものとする。

（指示）

第５条 公安委員会は、指示をしようとするときは、指示書（別記様式第４号）により行うものとす

る。

（営業停止命令等）

第６条 公安委員会は、営業停止命令をしようとするときは、営業停止命令書（別記様式第５号）に

より行うものとする。

２ 公安委員会は、営業廃止命令をしようとするときは、営業廃止命令書（別記様式第６号）により

行うものとする。

（行政処分の執行）

第７条 警察署長は、行政処分の執行をするときは、被処分者に指示書、営業停止命令書及び営業廃

止命令書を交付し、及び請書（別記様式第７号）を徴するものとする。

（警察本部長への委任）

第８条 この規則に定めるもののほか、法及び府令の施行に関し必要な事項は、警察本部長が定める。

附 則

この規則は、平成19年６月１日から施行する。
















